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２．政策の評価

 ⑤政策を
　取巻く環境

 ③取組の
 　基本方向

 ①政策の柱 Ⅵ 持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立するために

 ④目　標

人口減少社会の到来が見込まれることや不透明感を増す経済状況など，本市を取り巻く社会経済環境
が厳しさを増す中で，より多くの市民に選ばれるまちとなるためには，市民ニーズを的確に捉えた事
業を積極的に展開することが不可欠となるが，そのためには，今まで以上に効果的で効率的な行政運
営を推進することが求められる。

本市の行政運営を効果的・効率的に行うことで，行政経営基盤が強化されています。

行政経営基盤を強化する
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 ⑥政策指標
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№ ①　施　策　名

効果的で効率的な行政経営システム
の確立

政策の指標

行政改革課

健全な財政運営や行政改革により，まちづくりのための基盤が強化されていると感じ
ている市民の割合

　本市では，中期財政計画に掲げる財政指標の目標達成に向けた取組により，現時点
では，中核市上位の健全な財政体質を維持している。
　しかし，生産年齢人口の減少や不透明感を増す経済状況など，厳しい社会経済環境
が見込まれており，財政構造の硬直化が懸念される。
　このような中においても，市民ニーズを的確に捉えた各種施策・事業を引き続き積
極的に展開していくためには，その前提条件として，健全でより強固な行財政基盤を
維持することが求められるため，今後も，事業のスクラップアンドビルドや収納対策
の強化など，財政基盤の強化に向けた取組を推進すること。

　「本庁中心の行政」から，地域に視点を置いた「地区行政」の仕組みへの転換をよ
り一層進めるため，地域行政機関で実施する行政サービスの拡充が図られるととも
に，地域のまちづくりは住民自らの手で行う「地域自治の確立」に向けた，支援のた
めの体制や仕組みの見直しが進められている。
　今後とも，住民自身が地域の課題や目指すべき将来像を共有し，課題解決やその実
現に向けた様々な取組を立案・実行できるよう，住民自治意識をさらに高めること。
また，地域の個性・特性を生かした住民主体のまちづくりの拠点としての地域行政機
関の機能・体制や施設などの整備を計画的・継続的に進めること。

主管課

進捗状況

55.5%

Ｈ20

67.4%

「行政経営基盤を強化する」ため，限られた経営資源を最大限に活用することのできる「効果的で
効率的な行政経営システムの確立」，地域に視点を置いた行政経営を進めるための「地区行政の推
進」，さまざまな行政課題を解決し，より魅力あるまちづくりを進めていくための「行政の組織力
の向上」，将来にわたって魅力あるまちづくりを進めていくための「財政基盤の強化」に，重点的
に取り組みます。

Ｈ19：基準

　本市では，平成７年度から始まる第１次行政改革から，現在の第３次行政改革に至
るまで，不断に行政改革の取組を進め，一定の成果を上げてきた。
　しかしながら，人口減少社会の到来や高齢化の進展に伴う行政需要の増大など，本
市が置かれている環境は新たな局面を迎えていることから，その状況を確認した上
で，さらに効果的・効率的な行政運営の仕組みを確固たるものとすることが求められ
ている。
　このようなことを踏まえ，短期的・中期的な目標のもと，新たな視点を加えた，さ
らなる行政改革の取組を進め，その成果も活かしながら，市民生活の安定を最優先に
考えた市政を実現すること。
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３．政策を構成する施策一覧

③　施　策　の　二　次　評　価

政策指標の進捗状況は前年比2.5ポイント減少し，24年度における目標達成には厳しい状況にあり，また，施策ごとの満足度，重要度についても，総じて低い順位となっている。
施策「地区行政の推進」は，達成率・満足度順位とも高く，施策の展開が進む一方で，他の３施策（「効果的で効率的な行政経営システムの確立」，「行政の組織力の向上」，「財政基盤の強化」）は，達成率こそ高いものの，満足度・重要
度とも低い状況にあることから，今後とも健全な行財政基盤を確立するための，継続的な行財政改革に取り組むとともに，その成果を市民に分かりやすく伝えることで，市の取組に対する市民理解をさらに深めることが求められる。
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②　施　策　の　達　成　状　況
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 ○現状と
　課題の分析
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支所・出張所を利用しやすいと感じてい
る市民の割合

64.9 57.1地区行政の推進
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④市民の意識

進捗状況

70.0

　これまで本市においては，職員一人ひとりの政策形成能力や課題解決能力の向上を
目指し，採用・研修・評価・異動の人事サイクル全体を通じた人材育成に取り組むと
ともに，努力して成果を上げた職員が評価される人事制度の構築が進められた。
　今後も，多様化・高度化する市民ニーズに最小の資源で対応できるよう，職員が安
心とやりがいを持って働くことができるような人事管理・育成・給与・福利厚生など
の制度の構築や運営を行うこと。
また，職員の能力を最大限に引き出すとともに，その能力を効果的・効率的に活用で
きるような組織体制を整備すること。
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